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愛知の特別支援教育のあり方について 
  

愛知教育大学理事・副学長 
都築繁幸 

 
１． 特別支援教育を巡る課題の背景及び国の動き 

（１） 国際動向・・・ 国連の「人権」に関連する動きを中心に  
   １）世界人権宣言                 1948 年  
   ２）人種差別撤廃条約               1965 年  
   ３）経済的、社会的及び文化的権利に関する国際規約 1966 年  
   ４）市民的及び政治的権利に関する国際規約     1966 年  
   ５）精神遅滞者の権利宣言             1971 年  
   ６）障害者の権利宣言               1975 年  
   ７）女子差別撤廃条約               1979 年  
   ８）国際障害者年                 1981 年  
   ９）障害者に関する世界行動計画          1982 年  
   10）国連障害者の１０年の宣言           1983 年    
   11）拷問等禁止条約                1984 年  
   12）児童の権利条約                1989 年  
   13）障害者の機会均等化に関する基準規則      1993 年  
   14）特別なニーズ教育に関する世界会議       1994 年  
     『サラマンカ声明』 

・障害者教育と通常の教育に対して共通の行政的構造をもつ 
     ・通常の学校への障害者教育からの支援サービスの提供 
     ・カリキュラムの指導法の適切化 
     ・教師教育の改革 
   

（２） 障害者権利条約 
   １）国連総会で採択                 2006 年 12 月   
   ２）条約の発効                  2008 年 5 月     
 
    国連総会の決議は、強制力・拘束力を持つものではないが、加盟国に対して障害

者教育の問題に取り組む際の国際的な枠組みを提示し、各国がこの問題に対して誠

実に対応することを迫る倫理的な準拠枠となっている。 
    国連は、統合教育を原則としているが、あくまでも国情に応じた対応を要請し、

原則に近づく努力を期待している。 
 
２． 障害者権利条約に対する日本の取組 
 （１） 2007 年 9 月 

条約に署名したが，締結には至っていない。 
 
 （２） 2009 年 12 月 

「障がい者制度改革推進本部」を発足させる。障害者権利条約の締結に必要な国

内法の整備を始めとする障害者に係わる制度の改革に取り組む。 
 



 （３） 2010 年 1 月 
推進本部の下に「推進会議」が開催される。 

    （審議事項） 
    ・障害者基本法の抜本的改正 
    ・障害者差別禁止法の制定 
    ・総合福祉法の創設 
    ・障害者の雇用、教育、医療、司法手続き、政治参加 等 
 
 （４）2010 年 4 月  
    推進会議の下に「障がい者制度改革推進課意義総合福祉部会」を設置する。 
 

（５）2010 年 7 月  
    中央教育審議会初等中等教育分科会に「特別支援教育の在り方に関する特別委員

会」を設置する。 ⇒ インクルーシブ教育システムの構築に関する審議 
  
 （６）2011 年５月  

「特別支援教育の在り方に関する特別委員会のもとに「合理的配慮等環境整備検

討ワーキンググループの」を設置する。 ⇒ 障害者の権利条約に規定された『合

理的配慮等』について学校における合理的配慮の観点を障害ごとに審議 
  

（７）2011 年 8 月  
    障害者基本法の一部改正が行われる。 
 
 （８）2011 年 11 月  
    差別禁止部会を設置する。 
 

（９）2012 年 7 月  
    中央教育審議会初等中等教育分科会報告 
    「共生社会の形成に向けたインクルーシブ教育システム構築のための特別支援教

育の推進」（報告） 
 
３． 我が国の特別支援教育のあり方に係わる国の動き 
 （１）特殊教育から特別支援教育への制度変更 

１）盲・聾学校が 1948 年度（昭和 23 年度）から学年進行で義務制となる。 
２）養護学校が 1979 年度（昭和 54 年度）から義務制が実施される。 
３）特別支援教育が 2007 年度（平成 19 年度）から制度化され、盲・聾・養護学校

が特別支援学校として規定される。 
 

 （２）審議の対象とするこども 
   １）我が国の特別支援教育 

通常の学校及び特別支援学校において教育的ニーズがある児童生徒への対応 
   ２）障害者権利条約 
     文化的・社会的・経済的困難な特別なニーズをもつ児童生徒を含め、あらゆる

子どもを通常の学校で学ぶことができるように学校制度の改革をめざす 
   
 
 



４． 愛知の特別支援教育の諸課題について ： 過大化解消への取組 
「知的障害養護学校の今後の方策についてⅡ（報告）」を県の他の部局との行政計

画と如何に連動させるのか。 
 

障害者基本計画      ⇒ 愛知県障害者基本計画   
障害福祉計画       ⇒ 愛知県障害者福祉計画  

 
あいち健康福祉ビジョン  ⇒  「あいち特別支援教育ビジョン」の策定 
愛知県地域医療再生計画  ⇒  「愛知県地域特別支援教育計画」の策定 

 
    包括計画としての『愛知県特別支援教育推進計画』の策定 


